
 
第１号様式                主要事業の進行状況報告書      令和６年９月 30 日 

51 保健医療局 救急・災害・周産期・小児医療等の一層の充実 

事
業
概
要 

【救急医療対策】 

都における救急医療体制は、入院を必要としない軽症患者に対する初期救急医

療機関、入院を要する中等症患者に対する二次救急医療機関及び生命危機を伴う

重篤患者に対応する三次救急医療機関を基本としている。 

特に小児救急については、他の医療機関では救命治療の継続が困難な重篤な小

児の救急患者を必ず受け入れ、迅速かつ適切な救命治療を行う施設として東京都

こども救命センターを指定し、医療機関のネットワーク構築に取り組んでいる。 

また、搬送先の選定が困難な患者を地域の救急医療機関が連携・協力して迅速に

受け入れる、「救急医療の東京ルール」の取組を推進している。 

ルール１：救急患者の迅速な受入れ 

ルール２：「トリアージ」の実施 

ルール３：都民の理解と参画 

 

【周産期医療対策】 

地域において妊娠・出産から新生児までに至る高度専門的な医療を効果的に提

供する総合的な医療提供体制を整備することにより、安心して子供を産み育てる

ことができる環境づくりの推進に取り組んでいる。 

 

【災害医療対策】 

医療救護活動の拠点となる災害拠点病院の整備や多数傷病者などの救命処置等

を災害現場で行う「東京ＤＭＡＴ」の編成及び運営を行っている。 

また、大規模災害発生時に円滑に医療機能の確保を行えるよう、「東京都災害医

療協議会」を設置し、関係機関が連携することで実効性の高い災害医療体制の構築

に向け取り組んでいる。 

 

こ
れ
ま
で
の
経
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【救急医療対策】 

平成 11 年度 休日・全夜間診療事業 開始 

平成 13 年度 休日・全夜間診療事業（小児科） 開始 

平成 19 年度 東京消防庁救急相談センター（#7119） 開設 

平成 21 年度 「救急医療の東京ルール」に基づく搬送調整開始（地域救急医療

センター及び救急患者受入コーディネーターの設置）  

平成 22 年度 島しょを除く全ての地域で東京ルールに基づく搬送調整開始 

小児医療ネットワークモデル事業実施（平成 25 年度まで） 

       東京都小児医療協議会 設置 

       東京都こども救命センター 指定 

平成23年度 搬送調整が困難な身体合併症のある精神疾患患者の受入医療機関

支援事業 開始 

平成 26 年度 休日・全夜間診療事業 再構築 

搬送調整が困難な開放性骨折患者等の受入医療機関支援事業 

開始 

平成 30 年度 救急搬送患者受入体制強化事業 開始 



こ
れ
ま
で
の
経
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令和２年度 「新型コロナ疑い救急患者の東京ルール」に基づく搬送調整開始 

（新型コロナ疑い地域救急医療センター等の設置） 

 令和３年度 東京都ドクターヘリ運航事業 開始（令和４年３月31日運航開始） 

 令和５年度 救急患者の早期地域移行支援事業 開始 

       小児救急医療地域連携会議 設置 

 令和６年度 病院救急車整備支援事業 開始 

       救急医療体制強化事業 開始 

 

【周産期医療対策】 

平成９年度 東京都周産期医療協議会 設置 

       東京都周産期母子医療センター 指定・認定 

       東京都周産期医療対策事業開始 

平成 12 年度 多摩地域周産期医療連携強化事業開始 

平成 20 年度 東京都母体救命搬送システム 運用開始 

       周産期連携病院 指定 

       周産期医療ネットワークグループ事業開始 

平成 21 年度 周産期搬送コーディネーター 設置 

平成 22 年度 東京都周産期医療体制整備計画 策定 

       多摩新生児連携病院 指定 

平成 24 年度 小児等在宅移行研修事業開始 

平成 27 年度 産科救急対応向上事業開始 

平成 26 年度 東京都周産期医療体制整備計画 改定 

平成 29 年度 東京都周産期医療体制整備計画 改定 

令和５年度  東京都周産期医療体制整備計画 改定 

（東京都保健医療計画に一体化） 

 

【災害医療対策】 

昭和 60 年度 東京都災害拠点病院 整備開始 

平成 16 年度 東京ＤＭＡＴ 発足 

平成 19 年度 医療施設耐震化の補助事業 開始 

平成 23 年度 東京都災害医療協議会 設置 

       東京都災害医療コーディネーター 設置 

平成 24 年度 東京都地域災害医療コーディネーター 設置 

平成 25 年度 東京都災害拠点連携病院 整備開始 

平成 30 年度 災害拠点病院・災害拠点連携病院の機能強化に関する検討部会 

設置 

令和３年度  東京都災害時小児周産期リエゾン及び地域災害時小児周産期リ

エゾン 設置 

       災害時小児周産期医療体制推進部会 設置 

令和４年度  地域災害時小児周産期リエゾン代理 設置 
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【救急医療対策】 

○ 休日・全夜間診療事業 

・ 365 日 24 時間救急患者に対応するため、休日及び夜間において救急入院が

可能な病床を確保 

・ 救急搬送の受入状況を反映し４段階に区分した病床確保を行う事業として

再構築し、平成 27 年１月から運用を開始（令和６年９月 30日現在：指定二次

救急医療機関 239 所） 

 

○ 救急医療の東京ルールの推進 

「救急医療の東京ルール」の一環として、地域の救急医療の中核となる「東京

都地域救急医療センター」（令和６年９月 30 日現在：12 圏域 89 病院）を整備す

るとともに、全都的な救急患者の受入先調整を行う「救急患者受入コーディネー

ター」を配置し、関係機関が連携して救急患者を迅速に受け入れる体制を整備 

 

○ こども救命搬送システムの運用 

・ 重篤な小児救急患者を迅速に受け入れ、高度な救命処置・集中治療を行う

「東京都こども救命センター」として都内４病院を指定 

・ 東京都こども救命センターを中心に、こども救命搬送システムによる小児特

有の症状に対応した医療提供体制を構築 

・ 急性期を過ぎた患者の円滑な転院・退院を支援するため、退院支援コーディ

ネーターを各センターに配置 

 

○ 救急搬送患者受入体制強化事業 

・ 救急医療機関において患者受入れができないケースを減らすため、救急外来

における医師や看護師の業務支援として調整業務を行う救急救命士を配置す

る二次救急医療機関に対する支援を実施 

 

〇 東京都ドクターヘリ運航事業 

・ 重篤な患者に一刻も早く、適切な医療を提供するため、発進基地に、救急医

療に必要な機器及び医薬品を装備したヘリコプターを配備するとともに、医

師、看護師等を配置して、ドクターヘリを運航 

 

○ 救急患者の早期地域移行支援事業 

 ・ 救急医療機関へ搬送され、診断・初期治療を終えた患者が円滑に地域の救 

急医療機関に転院できる仕組みを構築し、患者等の希望に応じ早期の地域移

行につなげるとともに、救急医療機関の病床の有効利用を推進 

 

○ 病院救急車整備支援事業 

 ・ 都内の救急医療機関における更なる転院を促すため、転院搬送手段の確保を

支援し、病床の使用効率を向上させることによって救急医療提供体制を強化 
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○ 救急医療体制強化事業 

 ・ 都内の救急医療体制の中核を担う救急車年間受入 2,000 件以上の医療機関

に対して、医療従事者の勤務環境改善に向けた体制整備を支援し、安定的な救

急医療体制を確保 

 

【周産期医療対策】 

○ 東京都母体救命搬送システムの運用 

救命救急センターと総合周産期母子医療センターとの密接な連携により、緊

急に母体救命処置が必要な妊産婦を必ず受け入れる「母体救命対応総合周産期

母子医療センター（スーパー総合周産期センター）」を指定（令和６年９月 30 日

現在：６施設） 

 

○ 周産期搬送コーディネーターの配置 

総合周産期母子医療センターの管轄地域内では受入困難な母体・新生児搬送

事例について、地域間の搬送調整等を集中して行うコーディネーターを東京消

防庁に配置 

 

○ 周産期医療ネットワークグループの構築 

一次から三次までの周産期医療機関等の機能別役割分担と連携により、妊婦

（胎児）・新生児のリスクに応じた医療を提供するため都内を８ブロックに分

け、ネットワークグループを構築し、施設間連携を推進 

 

○ 周産期連携病院の指定 

地域において、ミドルリスク妊産婦や休日・夜間等の妊産婦の緊急搬送に対応

するため、周産期母子医療センターと連携して患者の受入れを担う「周産期連携

病院」を指定（令和６年９月 30 日現在：13病院） 

 

○ 多摩新生児連携病院の指定 

多摩地域の新生児受入体制の強化を図るため、早産児や低出生体重児など比

較的リスクの高い新生児に対応できる「多摩新生児連携病院」を２病院指定 

 

○ 小児等在宅移行研修事業の実施  

周産期母子医療センター等におけるＮＩＣＵ・ＰＩＣＵ等入院児の在宅療養

への円滑な移行を促進するとともに、在宅移行後の地域における児の安心・安全

な療養生活の実現を図るため、ＮＩＣＵ・ＰＩＣＵ等入院児に関わる関係機関の

職員等を対象とした研修を実施 

 

○ 産科救急対応向上事業 

  妊産婦の主たる死亡原因である産科危機的出血等への初期対応の強化を図る

ため、一次周産期医療機関等（病院、診療所、助産所）の医師、助産師及び看護

師を対象とした、産科救急に関する研修を実施 

 

【災害医療対策】 

○ 東京ＤＭＡＴ 

大震災等の自然災害や大規模な交通事故等の現場で、救命処置を実施する災

害医療派遣チーム「東京ＤＭＡＴ」を編成し、併せて東京ＤＭＡＴを設置する指



定病院にＤＭＡＴカーを配備（令和６年９月 30 日現在：27 か所） 

 

○ 災害拠点病院・災害拠点連携病院の整備 

主に重症者を受け入れる災害拠点病院を 83 病院指定するとともに、主に中等

症者を受け入れる災害拠点連携病院を 138 病院指定（令和６年９月 30 日現在） 

 

○ 東京都災害医療コーディネーター 

東京都災害医療コーディネーターを３名配置するとともに、各二次保健医療

圏に東京都地域災害医療コーディネーター（計 12名）を配置して「地域災害医

療連携会議」や図上訓練を実施し、地域の実情に合わせた災害医療体制の構築を

推進 

 

○ 災害時医療救護活動ガイドライン 

平成 28 年２月に策定したガイドラインについて、災害対応時の教訓や都総合 

防災訓練、図上訓練等の検証結果を踏まえ、災害時の医療救護活動をより一層的

確に行えるよう東京都災害医療協議会などで検討を重ね、令和６年３月に改定

（第３版） 

 

○ 災害医療体制の検証 

  地域災害医療連携会議が核となり、災害医療図上訓練を実施し、負傷者の受入

医療機関の調整、医療救護班の要請・派遣など、関係機関同士の連携方法につい

て検証 

 

○ 災害拠点病院・災害拠点連携病院の機能強化 

  平成 30 年度に発生した大阪北部地震や北海道胆振東部地震、平成 30 年７月

豪雨（西日本豪雨）等での医療機関での被害状況を踏まえ、災害拠点病院及び災

害拠点連携病院の電力確保等について、東京都災害医療協議会の下に部会を設

置し、検討を行い、自家発電機等の浸水対策への支援を開始 

 

〇 災害時小児周産期リエゾンの設置 

都内で大規模な災害が発生した際に、小児周産期に係る医療救護活動につい 

て、都全域を対象として都に助言を行う「東京都災害時小児周産期リエゾン」を

６名設置するとともに、都内各二次保健医療圏域を対象として調整を行う「地域

災害時小児周産期リエゾン」（計 24 名）及び「地域災害時小児周産期リエゾン代

理」（計 24 名）をそれぞれ設置 

 

○ 災害時小児周産期医療救護活動ガイドライン第１版（令和３年３月） 

小児周産期に係る医療救護活動について、災害時小児周産期医療体制検討部

会等で検討し、災害時医療救護活動ガイドラインに即して、小児周産期医療救護

活動の指針を策定 
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【救急医療対策】 

○ いつでも、どこでも、誰でも、それぞれの症状に応じた適切な医療が受けら 

れるよう、救急医療体制の体系的な整備を進めるとともに、高齢化の進行に伴 

う救急搬送件数の増加を踏まえ、「救急医療の東京ルール」の一層の推進と安 

定的な運用を図り、救急医療体制の強化を進めていく。 

 

○ 東京都こども救命センターを中核とした各地域ブロックの小児医療機関のネ

ットワークグループの運営を通じて、小児医療連携体制の充実を図る。 

また、地域連携を強化し、在宅移行支援病床やレスパイト病床の設置を促進す

るなど、患者・家族を支援していく。 

 

○ ドクターヘリの運航について、近隣県と連携を図りながら、都民の安全・安心 

 の確保に向け、救急医療体制の機能強化を図っていく。 

 

【周産期医療対策】 

○ 引き続き、周産期医療に必要な病床等の安定的な確保を進めるとともに、周産

期連携病院の拡充や周産期医療ネットワークグループにおける連携推進など、

患者のリスクに応じた医療提供体制の強化を行っていく。 

 

○ 東京都母体救命搬送システム、周産期搬送コーディネーター事業について、東

京都周産期医療協議会等において検証を行うとともに、制度の円滑な運用に向

けた取組を着実に進めていく。 

 

○ ＮＩＣＵ等からの円滑な退院に向け、周産期母子医療センターへのＮＩＣＵ

入院児支援コーディネーターの配置促進や質の向上などの取組を進めるととも

に、退院後も医療的ケアが必要な入院児の外泊訓練などを支援していく。 

 

【災害医療対策】 

○ 災害時における様々な局面において東京ＤＭＡＴが活動するための諸課題に

ついて検討し、新たに東京ＤＭＡＴ指定病院を指定することで円滑な医療救護

活動の推進と機能の充実を図る。 

 

○ 災害拠点病院の追加指定や施設整備等に対する補助をするなど、都の被害想

定を踏まえた実効性の高い災害医療体制を整備する。 

 

○ 二次保健医療圏ごとに設置している地域災害医療連携会議において医療救護

体制の整備及び図上訓練を実施するとともに、区市町村災害医療コーディネー

ターの配置や緊急医療救護所の設置に関して区市町村を支援していく。 

 

○ 令和６年３月に改定した災害時医療救護活動ガイドラインに基づき、各種訓

練等の実施による検証や東京都災害医療協議会などでの検討を行うとともに、

発災時の連携方法等について、関係機関との調整を図る。 

 

○ 災害拠点病院等の機能強化について、風水害を含めた様々な災害の発生時に

的確に対応するため、自家発電機等の浸水対策などに取り組む災害拠点病院等

への支援を実施する。 



今
後
の
見
通
し 

また、病院向けのＢＣＰ策定ガイドラインや水害対策に特化したＢＣＰ策定

ガイドラインを活用し、災害拠点病院等における自然災害への備えについて一

層働きかけるなど、災害時の医療救護体制の充実を図っていく。 

 

〇 令和３年３月に策定した災害時小児周産期医療救護活動ガイドラインに基づ

き、各種訓練等の実施による検証や災害時小児周産期医療推進部会等で検討を

行うとともに、災害時小児周産期リエゾン要員の安定的な確保及び災害時小児

周産期リエゾンの資質向上のため、都主催の研修を実施し、災害時小児周産期医

療体制の充実を図っていく。 

 

問合せ先 保健医療局 医療政策部 救急災害医療課 電話 03-5320-4427 

 


